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地方公共団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置を 

実効的に運用するための取組の更なる推進について（通知） 

 

 地方公共団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置については、平成 31年４

月１日に施行されたいわゆる働き方改革関連法による制度改正（労働基準法（以下「労基

法」という。）及び労働安全衛生法（以下「安衛法」という。）の改正）及びこれに関連し

た国家公務員制度の改正（人事院規則等の改正）に沿って、各団体において制度改正に対

応いただいているところです。また、「地方公共団体における時間外勤務の上限規制及び

健康確保措置を実効的に運用するための取組の推進について」（令和４年 12 月 26 日総行

公第 154号・総行安第 51号。下記において「令和４年度通知」という。）等において、こ

れらの制度の実効的な運用に当たって留意すべきこと等を助言しているところです。 

 これらの制度改正は、官民通じた労働者の健康や安全の確保を推進する働き方改革に関

連した改革であり、地方公共団体も当然その改革趣旨に沿って対応すべきものです。地方

公務員については、その業務の性質上、公務のために臨時の必要がある場合や災害その他

避けることのできない場合に、職員に上限時間を超えた時間外勤務を命ずることが可能な

制度となっています。上限時間を超えた時間外勤務を命ずることが想定されている状況に

あるからこそ、時間外勤務の事後の要因の整理・分析・検証や長時間勤務者に対する医師

による面接指導など、各団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置の実効的な

運用が重要となってきます。こうした認識のもと、制度を厳格に運用していただく必要が

あります。 

 令和４年度の時間外勤務等の状況については、「「令和４年度地方公共団体の勤務条件

等に関する調査」の結果等を踏まえた地方公共団体における勤務環境の整備・改善等につ

いて（通知）」(令和５年 12 月 25 日総行公第 138 号・総行安第 58 号)別添のとおりです。 

調査結果（別添１参照）を踏まえ、各団体が時間外勤務の上限規制及び健康確保措置を

実効的に運用するための取組を更に推進するに当たって留意いただきたい事項は下記のと

おりですので、適切に対応していただくようお願いいたします。 



各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村に対してもこれらを周知してい

ただくほか、各市区町村においてもより積極的な取組が行われるよう助言をお願いいたし

ます。 

なお、本通知については地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システム

を通じて、各市区町村に対して情報提供を行っていることを申し添えます。 

本通知は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 59 条（技術的助言）及び地方自

治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４（技術的な助言）に基づくものです。 

 

記 

 

１ 長時間労働の是正等に係る制度の整備について 

（1）時間外勤務の上限規制制度 

時間外勤務の上限規制については、平成 31 年４月 1日から国家公務員における取

扱いを踏まえ、各団体においても同様の制度を条例又は条例に基づく規則等により導

入していただくよう、これまで要請してきた。 

制度未導入の団体は、令和５年４月１日時点では１団体となっているが、当該団体

については同年 12月１日時点で制度導入を確認しており、これをもって、全ての団

体において時間外勤務の上限規制制度が整備されたところである。 

 

（2）長時間勤務者に対する健康確保措置 

長時間の時間外勤務を行った場合、職員の心身の健康障害につながりかねないこと

から、各地方公共団体においては、職員の健康確保の観点から、医師による面接指導

や健康相談等を適切に実施していただきたいこと。 

特に、長時間勤務者に対する医師による面接指導に係る例規・指針等を整備してい

ない部局を有する地方公共団体（令和５年４月１日時点で 1,788団体中 653団体(36.

5％)）においては、国家公務員における人事院規則１０－４（職員の保健及び安全保

持）第 22条の２等の規定を参考に、例規・指針等を速やかに整備していただきたい

こと。 

 

２ 時間外勤務の上限規制の実効的な運用について 

 長時間労働の是正のためには、前提として、職員の勤務時間を適切に把握することが

重要である。その上で、例外的に上限時間を高く設定する部署の指定（他律的業務の比

重が高い部署（以下「他律的部署」という。）の指定）や、時間外勤務の要因の整理・分

析・検証、時間外勤務縮減に向けた適切な対策等を行う必要があること。 

（1）適切な勤務時間の把握 

長時間労働やこれに起因する職員の心身の故障を是正・防止しつつ、公務能率の適

正を確保するためには、職員の勤務時間の実態を把握した上で、業務の再配分、応援

体制の構築等を行うことが求められる。 

このため、①厚生労働省が定めた「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべ

き措置に関するガイドライン」（平成 29年２月８日付総行公第 19号により通知）及

び②安衛法第 66条の８の３（長時間労働者に対する医師による面接指導を実施する

ための労働時間の状況の把握義務）の規定に基づき、客観的な方法により勤務時間を



把握する必要がある。令和５年４月１日時点で職員本人からの自己申告のみにより勤

務時間の管理を実施している団体が 473団体（26.5％）存在するが、これらの団体に

おいては、タイムカード、ICカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録

を基礎とした勤務時間の把握について、速やかに実施方策の検討をお願いしたいこ

と。 

また、あらかじめ命じた時間外勤務や職員から自己申告された勤務時間と実際の勤

務時間との間に乖離が生じた場合などは、実際の勤務時間に補正を行った上で、時間

外勤務手当の支給や健康確保措置の実施など労務管理上の必要な措置を適切に講じて

いただき、適正な運用を図っていただきたいこと。 

 

（2）例外的に上限時間を高く設定する部署の指定（他律的部署の指定） 

時間外勤務の上限規制制度を適切に運用するに当たっては、時間外勤務を命ずる職

員のみならず、時間外勤務を命じられる職員が、自らの月単位又は年単位等の上限時

間等を正確に把握していることが重要となる。このため、原則の上限時間（月 45時間

及び年 360 時間）以外の例外の上限時間を定める場合には、国家公務員に係る制度を

踏まえ、他律的部署の指定を行い、原則又は例外のいずれの上限時間が適用されるか

についてあらかじめ職員に周知する必要がある（「職員の勤務時間、休日及び休暇の

運用について」（平成６年７月 27 日職職―328。以下「人事院運用通知」という。）

第 10の第 10項及び第 11項参照）。 

しかしながら、例外の上限時間を定めているにもかかわらず、あらかじめ他律的部

署の指定を行わないことで上限時間を事前に明らかにしていないケースや、他律的部

署の範囲を必要最小限のものとせず、長時間勤務に備えてあらかじめ全ての部署を他

律的部署として振り分けるケースなど、不適正な運用が一部団体でなされている。 

他律的部署の指定に関し必要な措置を適切に講じていただき、上限規制制度の厳格

な運用を図っていただきたいこと。 

 

 (3) 時間外勤務の要因の整理・分析・検証及び時間外勤務縮減に向けた適切な対策 

時間外勤務命令は、臨時又は緊急の必要がある場合で必要最小限にとどめるととも

に、職員の心身の健康に最大限配慮しなければならないことは言うまでもないが、特

に上限時間を超える時間外勤務を命じた場合においては、当該時間外勤務に係る要因

の整理、分析及び検証を行い、その結果を踏まえ、業務量の削減や業務の効率化など、

時間外勤務縮減に向けた適切な対策に取り組む必要がある。 

国家公務員においては、要因の整理分析等を行うに当たっては、上限時間等を超え

て時間外勤務を命ぜられた職員について、少なくとも、①所属部署、②氏名、③上限

時間を超えた時間外勤務を命じた月又は年における時間外勤務の時間又は月数及び

当該月又は年に係る上限時間等、④上限時間を超えた時間外勤務の業務概要、⑤人員

配置又は業務分担の見直し等によっても回避できなかった理由を記録し、適切に情報

を収集した上で、整理分析等を行うものとされているほか、業務量の削減又は業務の

効率化に取り組むなど、時間外勤務の縮減に向けた適切な対策を講ずるものとされて

いる（人事院運用通知第 10の第 16項から第 18項まで参照）。 

しかしながら、地方公共団体においては、令和５年４月１日時点で時間外勤務の上

限規制制度を導入している団体のうち 65団体（3.6％）が要因の整理分析等の規定を

整備していない。また、要因の整理分析等を実施している団体であっても、113団体



（9.1％）が時間外勤務の要因の整理分析等に必要な個々の職員についての記録を、

182団体（14.7％）が当該記録の活用を行っていない状況にある。 

要因の整理分析等に必要な個々の職員の時間外勤務に関する記録を作成するとと

もに、当該記録を活用し、適切に情報を収集した上で、時間外勤務の要因の整理・分

析・検証を実施するなど必要な措置を適切に講じていただき、上限規制制度の適正な

運用を図っていただきたいこと。また、その要因の整理・分析・検証を踏まえ、業務

量の削減や業務の効率化、人員の適正な配置等の時間外勤務縮減に向けた適切な対策

に取り組んでいただきたいこと。 

また、令和４年度通知において、時間外勤務の上限規制制度を実効的に運用するた

めの取組に係る好事例を紹介したところだが、取組の実施状況については、地方公共

団体間で差が見られる状況である。このため、今年度においても、時間外勤務の上限

規制制度の実効的な運用に資する好事例を別添２のとおりまとめている。これらの団

体の取組事例も参考に、地域の実情に応じ、時間外勤務縮減に資する取組の実施につ

いて積極的な検討をお願いしたいこと。 

 

３ 健康確保措置の実効的な運用について 

（1）長時間勤務者に対する医師による面接指導 

長時間勤務により心身の健康が損なわれるリスクが高い状況にある職員を見逃さな

いようにするため、医師による面接指導等の必要な措置が確実に実施されるようにす

ることが重要である。長時間勤務者に対する医師による面接指導の実施においては、

原則地方公務員にも適用される安衛法を遵守しつつ、国家公務員との均衡を図る観点

から人事院規則の規定を参考に、職員の健康管理に努める必要がある。特に、特例業

務により上限時間を超えて時間外勤務を命ずる場合には、職員の健康確保への最大限

の配慮をしなければならないこととされている。 

しかしながら、令和５年４月１日時点で、医師による面接指導の対象となる要件に

該当していながらも面接指導が行われなかった職員の主な理由のうち、「面接指導を

受けることを通知・勧奨したが、反応が無かった又は職員自身が必要ないと判断した」

が 37.2％、「職員が業務多忙で面接時間を確保できなかった」が 13.7％などとなって

いる。 

これまでも、医師による面接指導を着実に実施するため、職員本人や所属部署、管

理監督者等に対して様々な方法で周知・啓発・勧奨等の働きかけを行っている地方公

共団体の取組を紹介してきたところであるが、引き続き面接指導を効果的に実施して

いる取組を取りまとめている（別添３参照）ので、これらを参考にし、地域の実情に

応じて医師による面接指導を確実に行っていただきたいこと。 

また、医師による面接指導の実施後においては、安衛法第 66条の８の２第２項にお

いて準用する同法第 66条の８第４項及び第５項により、面接指導の結果に基づき職員

の健康を保持するために必要な措置について医師の意見を聴かなければならず、さら

に当該医師の意見を勘案し、その必要があると認めるときは当該職員の実情を考慮し

て就業場所の変更、職務内容の変更、有給休暇の付与、労働時間の短縮、深夜業の回

数の減少等の措置を講じなければならないこととされており、健康確保措置の適正な

運用を図っていただきたいこと。 

 

（2）ストレスチェック等によるメンタルヘルス対策 



長時間勤務等によるメンタルヘルス不調の発生や悪化を防止するため、安衛法に基

づくストレスチェックを全ての職員に対して実施する（メンタルヘルス不調で治療中

のため受験の負荷が大きいなどの特別の理由がある場合を除く。）ほか、ストレスチ

ェック結果を集団ごとに集計・分析し、その集団分析結果を職場環境の改善に積極的

に活用していただきたいこと。 

また、メンタルヘルス不調による休務者を出さないためにも、職員（管理監督者、

産業保健スタッフを含む。）に対する教育研修・情報提供の実施、産業医等の安全衛

生管理体制や相談体制（外部機関を含む。）の整備・活用、職場復帰における支援の

実施等、多くの関係者が連携した全庁的な体制を確保し、メンタルヘルス不調の予防

から再発防止までの各段階に応じた対応を、計画的かつ継続的に講じることが重要で

ある。このため、メンタルヘルス対策に関する計画等の策定等を通じて、対策を着実

に実施していただきたいこと。 

なお、一部の地方公共団体においては、メンタルヘルス対策を推進するため、様々

な創意工夫をして取組を実施しているところであり、今般、効果的に実施している取

組を取りまとめたので（別添３参照）、これらを参考にし、更なる対策を進めていた

だきたいこと。 

加えて、地方公共団体における課題や効果的なメンタルヘルス対策を実施するため

の先進的な取組事例を踏まえた対応策等について、今後、別途通知する予定であるこ

と。 

 

４ 人事委員会等における労働基準監督機関としての職権の行使 

人事委員会（人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団体の長）

は、地方公務員法第 58条第５項の規定により、労基法別表第１第 11号に該当する事業

場（漁業無線局等）、第 12号に該当する事業場（学校、研修所等）及び同表の各号に

該当しない事業場（本庁、支所、出張所等）に対して、労働基準監督機関の職権を行う

こととされている。 

そのため、人事委員会（人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団

体の長）におかれては、労基法、安衛法等の適用状況を把握し、勤務時間及び休暇等勤

務条件並びに安全衛生管理体制について、引き続き適切に指導・監督を行っていただき

たいこと。 

 

 

 

 

 
（連絡先）総務省自治行政局公務員部 

【下記以外の事項】 

公務員課 三木、阿部、向井 

         TEL:03-5253-5544 

【健康確保措置に関する事項】 

安全厚生推進室 板垣、森田 

            TEL:03-5253-5560 


